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表紙

開催
日時

2026年５月27日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

開催
場所

長崎県長崎市尾上町４番１号
出島メッセ長崎 ２階
コンベンションホール３・４

議案 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役６名選任の件

　

株主総会にご出席いただけない場合
書面（郵送）又はインターネット等により議決権を行使
くださいますようお願い申し上げます。

議決権行使期限
2026年５月26日（火曜日）午後５時まで

・ご自宅等からでも株主総会の模様をご覧いただけるようインターネッ
トによるライブ中継を実施いたします。詳細は後記７頁の【第62期
定時株主総会 インターネットによるライブ中継のご案内】をご参照
ください。

　
証券コード：8200

出島和蘭商館跡（長崎県長崎市）

第 62 期 定時株主総会招集ご通知
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狭義招集

株 主 各 位 証券コード  8200
2026年５月７日

（電子提供措置の開始日2026年５月１日）
本店所在地 長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号
グループ本社 東京都品川区大崎一丁目６番１号ＴＯＣ大崎ビル14階

株式会社リンガーハット
代表取締役社長兼CEO 福原　

ふ

扶
み

美
お

勇

【当社ウェブサイト】
https://www.ringerhut.co.jp/ir/investor/meeting.php

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/8200/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第62期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　この度、当社第62期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアク
セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　　（上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただく場合には、「銘柄名（会社名）」に「リンガーハッ
ト」又は「コード」に当社証券コード「8200」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席いただけない場合は、書面（郵送）又はインターネット等によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年５月26日（火曜日）午後５時までに議決
権を行使していただきますようお願い申し上げます。

敬　具
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狭義招集

■1 日　　時 2026年５月27日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
■2 場　　所 長崎県長崎市尾上町４番１号

出島メッセ長崎 ２階 コンベンションホール３・４
・本定時株主総会はインターネットによるライブ中継を行います。後記７頁記載の【第62期定時株主総会 
インターネットによるライブ中継のご案内】をご参照ください。

■3 目的事項 報告事項 1. 第62期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第62期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件
■4 議決権行使等について

のご案内 後記３頁の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

■5 招集に当たっての決定
事項

①議案に対して賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。
②インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効なものといた

します。
③書面（郵送）とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議

決権行使を有効なものといたします。
④代理人により議決権を行使される場合は、当社定款の定めに従い、議決権を有する他の株主さま1名を代

理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面をご提出いただく
ことが必要です。

以　上
● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載さ

せていただきます。

記
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議決権行使等についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案の賛否をご
表示のうえ、切手を貼らずにご投函
ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年５月27日（水曜日）
午前10時(受付開始：午前９時)

2026年５月26日（火曜日）
午後５時到着分まで

2026年５月26日（火曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。※議決権行使書用紙はイメージです。

・議案に対して賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。
・インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効なものといたします。
・書面（郵送）とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権行使を有効なものといたします。
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議決権行使等についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

（

線

取

切

）

個

株

ＱＲコード

ログイン用ＱＲコード

ログインＩＤ

仮パスワード

議決権の数は１単元ごとに１個となります｡

議　　　案 原案に対する賛否
第１号議案 賛 否

第２号議案
賛

否（ ）
ただし

を除く

第３号議案
賛

否（ ）
ただし

を除く

基準日現在のご所有株式数

議 決 権 の 数

 
会場受付へご提出ください。
当日ご出席されない場合は、 以下のいずれかの方法に 
よりお早めに議決権を行使ください。
①議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、 ご返送 

いただく方法
②スマートフォンでログイン用ＱＲコードを読み取るか、 

ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）に以下の 
ＩＤ、パスワードにてログイン後、議決権を行使いた
だく方法

候補者を否とされる場合は、賛に○印をご表示のうえ、
その下の（　）内に当該候補者の番号（招集通知に添付 
の参考書類中、各候補者に一連番号を付してあります。） 
をご記入ください。

お 願 い

株式会社リンガーハット

各議案につき賛
否の表示をされ
ない場合は、賛
の表示があった
ものとして取扱
います。

私は、　　年　月　日開催の　　　　　　　　　　　第　期定時株主総会 

（継続会または延会の場合も含む。） における各議案の原案に対し右記 

（賛否を○印で表示）のとおり、議決権を行使します。

　　年　月　日

議 決 権 行 使 書
議 決 権 の 数

御 中
個

株式会社リンガーハット　 ５ 　 　

　 ５ 

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆さまは、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

4
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株主さま専用ウェブサイト「プレミアム株主倶楽部 Ringer Net」のご案内

https://premium.ringernet.jp/

株主の皆さまへ

株主さま専用ウェブサイト
「プレミアム株主倶楽部 Ringer Net」のご案内

　当社では、株主さまとのコミュニケーション強化及び株主さまの利便性向上を目的とした、株主さ
ま専用ウェブサイト「プレミアム株主倶楽部 Ringer Net」を運営しております。当サイトでは、株
主さま限定の特典情報の配信、株主総会のライブ中継視聴など様々なコンテンツをご用意して、より
一層の株主さまとの対話促進を図っております。

【アクセス方法に関して】

パソコン又はスマートフォンなどのインターネットに接続できる機器類をご利用いただき、下記の
URL又はQRコードからアクセスをお願いいたします。

⑴アクセス時点で当社の株主名簿*に記載された株主さまであれば、どなたでもアクセス可能です。
＊毎年２月末時点、又は8月末時点で作成された当社の株主名簿を基準としております。当社の株式ご購入時点で直
ちにアクセス権限が生じるものではありませんので、あらかじめご了承いただきますようお願いいたします。

⑵アクセス後は、下記の情報入力のみでログインすることが可能であり、会員登録は不要です。
①ログイン番号：株主番号（議決権行使書に記載の８桁の数字：ハイフン不要）
②パスワード：株主名簿に登録されたご住所の郵便番号（７桁の数字：ハイフン不要）

株主番号（８桁）
はこちら
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株主さま専用ウェブサイト「プレミアム株主倶楽部 Ringer Net」のご案内

【QRコードから友だち登録】
LINEアプリの「友だち追加」⇒「QRコード」から右のQRコードを
撮影し、ご登録ください。

【コンテンツ内容に関して】
⑴株主総会のライブ中継視聴や議決権行使ウェブサイトへのアクセスがご利用いただけます。
⑵株主総会議案などに関する事前質問受付をしております。
⑶従来、当社ホームページでご覧いただいていた株主総会や株式・IRに関連する資料や情報をアーカイブ
化し、よりアクセスしやすく掲載しております。
⑷株主優待制度その他に関する最新情報提供や株主さまへのアンケートを実施しております。

★株主アンケート実施のお知らせ
　プレミアム株主倶楽部 Ringer Net内で株主アンケートを実施いたします。株主アンケートにご回
答いただいた株主さま*の中から抽選で100名さまに、リンガーハットグループ共通商品券3,000円
分をプレゼントいたします。
＊ご回答は100株以上保有の株主さまに限定させていただきます。

＜抽選条件＞

⑴2026年５月27日（水曜日）から６月30日（火曜日）までの期間中に当サイト内で実施する株主
アンケート全設問にご回答いただいた100株以上保有の株主さまの中で、アンケート項目内の「プレ
ゼントに応募する」にチェックをしていただいた株主さまが抽選対象となります。
⑵当選ご通知は、リンガーハットグループ共通商品券の発送をもって代えさせていただきます。
⑶リンガーハットグループ共通商品券の発送先は、株主名簿記載の株主さまご住所となります。
ただし、日本国内に限ります。

＊当サイト運営と株主さま情報の取扱いに当たっては、当社個人情報保護方針（https://www.ringerhut.co.jp/privacy_policy/）
に従って適切な保護に努めております。

★プレミアム株主倶楽部 Ringer Net　LINE公式アカウントのお知らせ
株主さま向け最新情報配信やコンテンツ更新などをご連絡いたしますので、ぜひ「友だち登録」してご活用
ください。

【ID検索から友だち登録】
LINEアプリの「友だち追加」⇒「検索ID」から右のIDを　　　　LINE ID　@premium_ringernet
入力し、ご登録ください。

以　上
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株主さま専用ウェブサイト「プレミアム株主倶楽部 Ringer Net」のご案内

https://premium.ringernet.jp/

株主の皆さまへ

第62期定時株主総会
インターネットによるライブ中継のご案内

　当第62期定時株主総会の様子をご自宅等からでもご覧いただけるよう、以下のとおり株主さま向け
にインターネットによるライブ中継を行います。

【配信日時】
2026年５月27日（水曜日）午前10時から株主総会終了時刻まで
＊ライブ中継ページは、2026年５月７日（木曜日）より、接続確認用でのアクセスのみ可能な状態とな
っておりますので、ご視聴をされる方は【ご視聴の方法】をご参照のうえ、事前に接続環境をご確認くだ
さいますようお願い申し上げます。

【ご視聴の方法】
⑴パソコン又はスマートフォンなどのインターネットに接続できる機器類をご利用いただき、下記
のURL又はQRコードからアクセスをお願いいたします。
＊前記５頁の「プレミアム株主倶楽部 Ringer Net」と同じものとなります。

⑵アクセス後は、下記の情報入力のみでログインすることが可能であり、会員登録は不要です。
①ログイン番号：株主番号（議決権行使書に記載の８桁の数字：ハイフン不要）
②パスワード：株主名簿に登録されたご住所の郵便番号（７桁の数字：ハイフン不要）

株主番号（８桁）
はこちら
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株主さま専用ウェブサイト「プレミアム株主倶楽部 Ringer Net」のご案内

https://www.ringerhut.co.jp/ir/investor/meeting.php

⑶本サイトのトップページから「株主総会関連」のページに進んでいただくと「ライブ中継はこちら」と
いう表示がございますので、そちらを押していただくとライブ中継をご覧いただくことができます。

⑷ご視聴に関する留意事項
①ライブ中継は、株主の皆さまに限定で公開されるものですが、株主総会の議事をご視聴いただくこと
だけを目的としており、会社法上、株主総会への「出席」とは認められないため、議決権の行使や動
議、ご質問を含めた一切のご発言を行っていただくことはできません。ただし、ご質問に関しては本サ
イト内に設けている「株主総会事前質問フォーム」にて、2026年５月20日（水曜日）午後５時まで受
付をいたします。
※いただいた事前質問への回答につきましては、すべてのご質問に回答することはできかねますので、
あらかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。
②議決権につきましては、前記３頁の【議決権行使についてのご案内】をご参照のうえ、事前に行使く
ださいますようお願い申し上げます。
③ご視聴は、株主さまご本人のみとさせていただきます。
④ライブ配信の撮影・録画・録音・保存及びSNS等での公開等は、固くお断りいたします。
⑤インターネットの通信環境等により、映像及び音声の乱れ、配信の中断等の不具合が生じる場合がご
ざいますので、あらかじめご了承ください。
⑥ご使用の機器やネットワーク環境によっては、ご視聴いただけない場合がございます。
⑦本サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続費用、通信料金等）は、株主さま
のご負担となります。

⑸ダイジェスト版動画の配信について
株主総会終了後は下記の当社ウェブサイトにて、質疑応答を中心としたダイジェスト版動画を配信いた
します（2026年６月８日（月曜日）より配信開始予定）。

以　上
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剰余金の処分の件

第１号議案 剰余金の処分の件

　　配当財産の種類 　金銭といたします。

　　配当財産の割当てに関する事項
　　及びその総額

　当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。

　配当総額は、182,460,418円となります。

　　剰余金の配当が効力を生ずる日 　2026年５月28日

株主総会参考書類

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は効率的な経営体制の整備と積極的な店舗展開により、継続的かつ強固な収益基盤を確立することで、株主の
皆さまへ安定した利益還元を行うことと企業の成長を最優先として経営にあたっており、中間と期末の年２回の剰余
金の配当を行うことを基本方針としております。
　当期末の配当につきましては、当期の業績と近年の経営環境等を勘案し、内部留保の充実を図り、経営と雇用の安
定化に備えることが株主の皆さまの共通の価値につながるものと考え、以下のとおりといたしたいと存じます。
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取締役６名選任の件

第２号議案 取締役６名選任の件

候補者
番 号 氏　名（年　齢） 地　位 担　当

取締役会
出席回数

1 【 再 任 】
ふ く

福
 

　
は ら

原
 

　
ふ

扶
み

美
お

勇（満63歳）
代 表 取 締 役
社 長 兼 Ｃ Ｅ Ｏ グ ル ー プ 経 営 全 般 5／5回

2 【 再 任 】
か わ

川
 

　
う ち

内
 

　
た つ

辰
 

　
お

雄（満57歳） 取 締 役 浜 勝 事 業 本 部 4／4回

3 【 新 任 】
き た

北
 

　
は ら

原
 

　
の り

憲
 

　
か ず

和（満53歳） 執 行 役 員 管 理 本 部 兼
海 外 事 業 ―

4
【 再 任 】
【独立役員】

か わ

川
 

　
さ き

﨑
 

　
 

　
 

　
あつし

享 （満61歳） 社 外 取 締 役 ― 5／5回

5
【 再 任 】
【独立役員】

あ

安
 

　
べ

部
 

　
え

映
 

　
り

里（満66歳） 社 外 取 締 役 ― 4／4回

6
【 新 任 】
【独立役員】

かわら

瓦
 

　
 

　
 

　
み

美
 

　
ゆ き

雪（満62歳） ― ― ―

　現任取締役の６名が、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。また、取締役の山岡雄二氏は2026
年１月８日に逝去いたしました。つきましては、当社の経営体制の一層の強化と中長期的な企業価値の向上を図るた
め、取締役１名、社外取締役１名を新たに選任し、取締役６名の選任をお願いしたいと存じます。なお、取締役候補
者につきましては、指名・報酬委員会の答申を経て、取締役会にて決定しております。取締役候補者は次のとおりで
あります。

（注）１. 年齢、地位及び担当は本定時株主総会の開催時点のものであります。
２. 取締役会は５回開催のほか、書面決議を３回行っております。
３. 取締役川内辰雄氏及び取締役安部映里氏については、2025年5月28日付で取締役就任後に開催された取締役会のみを対象として

おります。
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取締役６名選任の件

候補者番号

１ ふ く

福
 

　
は ら

原
 

　
ふ

扶
み

美
お

勇 （1962年9月14日生） 所有する当社の株式数………… 11,941株　　
 再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］　　担　当　グループ経営全般

1997年９月 当社入社 2 0 1 9 年 ３ 月 当社専務取締役
2004年３月 当社執行役員東日本営業事業部長 2 0 2 0 年 ３ 月 当社代表取締役専務
2014年５月 当社取締役海外事業本部担当 2 0 2 6 年 ３ 月 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ（現任）
2015年３月 当社取締役海外・沖縄事業本部担当
［重要な兼職の状況］
リンガーハットジャパン株式会社 代表取締役社長
Ringer Hut Hawaii Inc. President
Ringer Hut(Thailand)Co.,Ltd. President　　Champion Foods Co.,Ltd. President
Ringer Hut(Cambodia)Co.,Ltd. President　 Ringer Hut Vietnam Co.,Ltd. President
取締役候補者とした理由
　福原扶美勇氏は、2014年に取締役に就任してからは主に海外事業本部を担当し、東南アジア及びハワイ
を中心とした店舗展開を主導するとともに人財の育成にも取り組んでまいりました。2026年３月には、代
表取締役社長兼CEOに就任し、より俯瞰的な視点をもって業務を執行するとともに、持続的な成長を果た
しながら当社グループの更なるブランド力向上に資する人財と判断し、引続き、同氏を取締役候補者といた
しました。　

候補者番号

２ か わ

川
 

　
う ち

内
 

　
た つ

辰
 

　
お

雄 （1969年１月４日生） 所有する当社の株式数………… 2,247株　　
 再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］　　担　当　 浜勝事業本部

1987年11月 当社入社 2023年11月 当社執行役員兼浜勝株式会社代表取締役
2014年３月 当社執行役員商品開発担当 2 0 2 5 年 ５ 月 当社取締役浜勝事業本部担当（現任）
2020年３月 当社執行役員リンガーハット西日本

事業部担当
［重要な兼職の状況］
浜勝株式会社 代表取締役社長
取締役候補者とした理由
　川内辰雄氏は、当社入社後、営業部門や商品開発、マーケティングなど様々な部門を経験しており、現在
は、当社の完全子会社である浜勝株式会社の代表取締役として経営に携わっていることから、店舗の運営権
利だけでなく、「安全・安心・健康」な商品の提供やブランド戦略に関して、豊富な知見と経験を有してお
り、当社グループの企業価値及びガバナンスの更なる向上に資する人財と判断したため、引続き、同氏を取
締役候補者といたしました。　
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取締役６名選任の件

候補者番号

３ き た

北
 

　
は ら

原
 

　
の り

憲
 

　
か ず

和 （1972年８月８日生） 所有する当社の株式数………… 3,844株　　

 新 任 ［略歴、当社における地位及び担当］　　　　　 担　当　管 理 本 部 兼 海 外 事 業

1996年４月 当社入社 2024年９月 当社執行役員経営管理兼海外事業
担当

2019年３月 当社執行役員経営管理担当 2026年３月 当社執行役員管理本部兼海外事業
担当（現任）

2020年３月 当社執行役員経営管理兼コスト削減担当
　
取締役候補者とした理由
　北原憲和氏は、当社入社後、長く経営管理業務に携わっており、当社グループの予実管理やDX推進によ
る業務効率化に関して、豊富な知見と経験を有しております。また、現在は当社商品やブランドを海外へ展
開していく海外事業も担当していることから、当社経営体制の一層の強化が図られ、当社グループの企業価
値向上に資する人財と判断したため、同氏を取締役候補者といたしました。

　
候補者番号

４ か  わ

川
 

　
さ  き

﨑
 

　
 

　
 

　
あ つ し

享 （1965年４月28日生）所有する当社の株式数………… 1,000株　　

 再 任

 社 外

 独 立
　

［略歴、当社における地位及び担当］
2008年５月 株式会社エム・アイ・ピー入社 2 0 1 5 年 ５ 月 当社社外取締役（現任）
2013年５月 同社代表取締役社長（現任）
［社外取締役在任年数］11年（本総会終結時）
［重要な兼職の状況］
株式会社エム・アイ・ピー 代表取締役社長
クリナップ株式会社 社外取締役
株式会社村井 社外監査役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　川﨑享氏は、当社も会員企業となっている、経営効率の追求と企業体質の改善強化を図る「NPS研究会」
を主宰する株式会社エム・アイ・ピーの代表取締役として経営に携わっております。その豊富な知識と経験
から、当社の取締役会でも生産性向上や海外施策について積極的にご発言いただき、当社の社外取締役とし
て業務執行に対する監督など適切な役割を果たしていただいております。今後も経営の透明性向上や取締役
会の監督機能強化が期待できる人財と判断し、引続き、同氏を社外取締役候補者といたしました。　
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取締役６名選任の件

候補者番号

５ あ

安
 

　
べ

部
 

　
え

映
 

　
り

里 （1960年４月11日生）所有する当社の株式数………… 103株　　

 再 任

 社 外

 独 立
　

［略歴、当社における地位及び担当］

1981年９月 日本航空株式会社入社 2023年４月 同社執行役員ソリューシ
ョン営業本部副本部長

2014年11月 同社執行役員客室本部長 2024年６月 同社退職

2020年４月
同社執行役員総務本部ブランドコミュニケー
ション担当 東京2020オリンピック・パラリ
ンピック推進委員会副委員長

2 0 2 5 年 5 月 当社社外取締役（現任）

2021年４月 同社執行役員地域事業本部副本部長支援推進
担当 2025年６月 一般財団法人日本航空協

会 理事（現任）
　

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　安部映里氏は、大手航空会社において長年、客室乗務管理、客室安全推進に係る業務に従事され、働きや
すい環境づくりに関して高度な知見と経験を有しております。また、企業ブランディングや地域創生などの
業務も担当していたことから、その知見と経験を活かした助言及び提言が期待でき、当社グループの更なる
企業価値向上と取締役会の監督機能強化に資する人財と判断したため、引続き、同氏を社外取締役候補者と
いたしました。

［社外取締役在任年数］1年（本総会終結時）
［重要な兼職の状況］
一般財団法人日本航空協会 理事
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取締役６名選任の件

候補者番号

６ か わ ら

瓦
 

　
 

　
み

美
 

　
ゆ き

雪 （1963年８月6日生） 所有する当社の株式数………… 0株　　
 新 任

 社 外

 独 立
　

［略歴、当社における地位及び担当］

1986年4月 株式会社丸井入社 2019年４月
同社執行役員
株式会社丸井取締役
マルイファミリー溝口店長

2012年４月 株式会社丸井グループ CSR推進部長 2021年４月
同社執行役員
株式会社丸井取締役
北千住マルイ店長

2016年４月 同社執行役員
株式会社エポスカード取締役営業本部長 2023年４月 株式会社エポスカード監査役

2018年４月 同社執行役員
株式会社丸井取締役上野マルイ店長 2026年４月 株式会社丸井顧問(現任)

　

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　瓦美雪氏は、小売業界ならびに金融業界で、取締役として店舗運営管理などの経験を有し、また監査役と
して良質なガバナンス体制確立にも携わっていたなど、豊富な経験や知識を有しており、当社グループの更
なる企業価値向上と取締役会の監督機能強化に資する人財と判断したため、同氏を社外取締役候補者といた
しました。

［重要な兼職の状況］
株式会社丸井 顧問

　（注）１. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 川﨑享氏、安部映里氏、瓦美雪氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は、川﨑享氏が代表取締役を務める株式会社エム・アイ・ピーとの間で、経営コンサルティングに関する取引（同社が主催するNPS研

究会における会員活動）がありますが、当事業年度においては、支払会費ならびに研修受講費は連結計算書類に計上されている販売費及び
一般管理費の0.1％未満（17,411千円）で、一般株主と利益相反を生じるおそれのない範囲の額であり、社外取締役としての独立性やガバ
ナンス体制に何ら影響を及ぼすものではないと判断しております。

４. 当社と川﨑享氏、安部映里氏の両氏との間では、会社法第427条第１項及び当社定款第25条の規定により、会社法第423条第１項の損害賠
償責任に関する限度額を会社法第425条第１項の最低責任限度額とする契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合には、当該
契約を継続する予定であります。また、川﨑享氏、安部映里氏の両氏については、併せて、東京証券取引所及び福岡証券取引所が定める
「独立役員」に該当するものとして引き続き指定する予定であります。

５. 当社は、瓦美雪氏が原案のとおり承認可決された場合には、会社法第427条第１項及び当社定款第25条の規定により、会社法第423条第１
項の損害賠償責任に関する限度額を会社法第425条第１項の最低責任限度額とする契約を締結する予定であります。また、併せて、東京証
券取引所及び福岡証券取引所が定める「独立役員」に該当するものとして指定し、届け出る予定であります。

６. 当社は、会社役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに優秀な人財の確保ができるよう、会社法
第430条の３の規定による、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結しております。各取締役候補者の選任議案が原案のと
おり承認されますと、引き続き当該保険の被保険者に含められることとなります。本保険契約は2026年６月に現行契約と同一内容で更新の
予定であります。
【保険契約の内容の概要】
①被保険者の範囲

当社の取締役及び監査役、ならびに当社の国内子会社の取締役及び監査役（契約後に就任したものを含みます）
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取締役６名選任の件

②被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はありません。

③填補の対象となる保険事故の概要
被保険者が職務遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害（法律上の損害賠償金及び争訟費用）について補填されま
す。

④会社役員の職務の適正性が損なわれないための措置
被保険者の故意、違法な私的利益供与、犯罪行為等による賠償責任に対しては補填の対象とされない旨の免責条項が付されております。

７. 各取締役候補者の所有する当社の株式数には、当事業年度末現在におけるリンガーハット役員持株会名義ならびにリンガーハット社員持株
会名義における、各取締役候補者の積立残高持分数（計2,778株）を含めて表示しております。
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（ご参考）スキルマトリックス

候補者
番 号 氏 名

当 社 が 取 締 役 に 特 に 期 待 す る 経 験 と ス キ ル

企 業 経 営 海 外 事 業 営 業 ・
マーケティング

生 産 ・
調  達

財 務 ・
会  計

人 事 ・
ダイバーシティ

サステナ
ビリティ

法 務 ・
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

I T ・
D X

１ 福　原　扶美勇 ● ● ● ● ●

２ 川 内 辰 雄 ● ● ● ● ●

３ 北 原 憲 和 ● ● ● ● ●

4 川 﨑 　 享 ● ● ● ● ●

５ 安 部 映 里 ● ● ● ● ●

６ 瓦 　 美 雪 ● ● ● ● ●

（ご参考）取締役候補者のスキルマトリックス

（注）上記は、各候補者に特に期待する経験・スキルであり、各候補者の有する全ての経験・スキルを表すものではありません。

以 上
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当事業年度の事業の状況

事業報告（2025年3月1日から2026年2月28日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、高い賃上げ率による所得環境の改善が進んだことにより、景気は
緩やかな回復基調にあります。その一方で、個人消費は物価高騰により伸び悩んでいる状況が見られます。また、
中東情勢による地政学上のリスクや米国政策が及ぼす影響など、不安定な国際情勢により先行き不透明な状況が続
いております。
　外食産業におきましては、外食機会の増加や外国人観光客の増加によるインバウンド需要により外食需要は回復
しつつあるものの、原材料費・光熱費の高騰や継続的な採用難など、依然として事業を取り巻く環境は厳しいもの
となっています。
　このような状況の中、当社グループは国産野菜の使用やキャベツ生産者のJGAP認証（JGAPとは「Japan Good 
Agricultural Practices」(日本の良い農業の取り組み)の略称であり、「持続可能な農業」のために生産者が取り組
むことをまとめた基準である「GAP」を日本に合わせて作成した基準のこと）取得推進、食材トレーサビリティ
の構築など、食の「安全・安心・健康」に継続して取り組むとともに、『全員参加で、成長へのアクセルを踏み込
もう』をスローガンに、企業価値向上に努めてまいりました。また、経営戦略方針として次の３つを掲げ、社員と
パート・アルバイト従業員が一丸となって、全員参加型経営に取り組んでまいりました。
◆『月例会を徹底し、お客さまを増やす』
　店舗・工場が抱えている問題点や改善点について話し合う月例会は、各店舗・各工場に定着しています。社員及
びパート・アルバイト従業員が積極的に意見を交わし、「お客さまに喜ばれる施策」を考え、実践することで、お
客さま満足度向上及び業務効率の改善に努めてまいりました。
　各店舗従業員が主体となった業務改善の提案や地域に密着した店舗独自の販売促進企画など、月例会をきっかけ
に様々な取り組みが広がっています。これからもお客さまに寄り添い愛される店舗を目指して、日々の店舗運営を
行ってまいります。
◆『現地・現物・現実で改善のスピードを上げる』
　「現地」に足を運び、「現物」を手に取り、「現実」を確認することで、スピード感を持ちながら問題解決が図
られます。部門間での連携を強化しながら業務改善を行い、相乗効果を生む活動に取り組んでまいりました。
　業務効率化に係るDX推進の取り組みである従業員の勤務シフトの自動作成アプリの活用に関しては、AIによる
自動作成の精度が向上しており、モデル時間の平準化が着実に進行しております。これにより、店舗の従業員がお
客さまと向き合うことに集中できる体制づくりを継続して進めてまいります。
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当事業年度の事業の状況

◆『ダイバーシティを推進しよう』
　社員とパート・アルバイト従業員が能力を発揮し、活躍していくためには多様な価値観を尊重した働きやすい環
境の整備が必要です。そのため、当社では性別や年齢、国籍、役職などにとらわれずに意見交換を行う「ダイバー
シティ推進みらい座談会」を今期33回開催いたしました。参加対象社員の93%である462名が参加し積極的に意見
交換を行った結果、他の店舗や工場で働く従業員とのつながりを深めたいという意見から、対面での社員交流会開
催の創出につながりました。
　人財の採用・育成に関しましては、障がい者雇用の仕組みの構築を進め、詳細な個人カルテの作成や支援学校・
保護者を交えた面談の実施により、誰もが働きやすい環境の構築を進めてまいりました。また、企業理念の共有を
図る「フィロソフィーセミナー」、50歳以上の正社員を対象に持続して働くことのできる環境・意識づくりを目的
とした「エルダー研修」も継続して実施しモチベーションの維持と再構築を行ってまいりました。
　サステナビリティの活動に関しましては、店舗での電力・動力・ガスの使用量前年比３%削減を目標とする「リ
ンガーチャレンジ2030」を継続して実施してまいりました。また、2014年度から継続して実施している食育活動
は、国内だけでなく海外でも開催し、現地のお子さま及び保護者さまに野菜のおいしさや調理の楽しさを学ぶ機会
を広めることができました。
　出店政策におきましては、2025年10月、ベトナム初の直営店舗である「リンガーハット エステラプレイス店」
など、７店舗を新規出店いたしました。東南アジア地域への積極的な出店を行い、世界中のお客さまに当社の商品
をお楽しみいただけるよう店舗を展開してまいりました。
　一方で、12店舗を退店した結果、当連結会計年度末では国内で627店舗、海外で14店舗、合計641店舗（うちフ
ランチャイズ店舗153店舗）となり、前連結会計年度末比で５店舗の減少となりました。
　売上高につきましては、個人消費水準の回復傾向が見られたことにより、既存店客数は前連結会計年度比で
99.7％となり、既存店売上高は同103.3％となりました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は450億84百万円（前年同期比2.9％増）、営業利益は14億18百万円（前
年同期比16.3％減）、経常利益は15億98百万円(前年同期比1.0％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は17億27
百万円(前年同期比78.4％増)となりました。
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当事業年度の事業の状況

長崎ちゃんぽん事業 売上高 36,884百万円（前年同期比3.3%増）

　「長崎ちゃんぽんリンガーハット」では、おいしい野菜を食べる楽しさを伝え
るブランドメッセージ「モグベジ食堂へようこそ！」を基に幅広い年齢層のお客
さまにご愛顧いただける商品開発や店舗づくりに取り組み、お客さまにおいしい
料理を快適な雰囲気の中で、気持ちよく召し上がっていただけるよう努めてまい
りました。
　商品施策として、春から夏にかけて「冷やしちゃんぽん」や「冷やしまぜめ
ん」の新商品を、「夏辛ちゃんぽん」や「からまろちゃんぽん」の辛い商品と合
わせて販売し、暑い時期に合うメニューを展開いたしました。秋には北海道産ス
イートコーンを合わせた「北海道コーンみそちゃんぽん」と、毎年好評をいただ
いている「かきちゃんぽん」は定番のみそスープに加え今年はチゲスープも販売
いたしました。冬には九条ねぎをトッピングした「九条ねぎのあんかけちゃんぽ
ん」と、醤油とチゲスープの２種類のスープが選べる「牛もつちゃんぽん」を販
売いたしました。

35,722

第61期
（2025年2月期）

36,884

第62期
（2026年2月期）

（単位：百万円）売上高

　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。

　2025年３月及び2026年２月には、原材料費・人件費などの高騰の影響から、一部商品の価格改定を行いました。
　新規出店では、国内で４店舗、海外で２店舗を出店し、9店舗を退店した結果、当連結会計年度末の店舗数は、国内で545店舗、
海外で11店舗の計556店舗（うちフランチャイズ店舗136店舗）となりました。
　以上の結果、売上高は368億84百万円（前年同期比3.3％増）、営業利益は11億45百万円（前年同期比16.2％減）となりまし
た。
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当事業年度の事業の状況

とんかつ事業 売上高 8,008 百万円（前年同期比1.3%増)

　とんかつ濵かつでは、ブランドメッセージ「もっと、おもてなし。」を掲げ、
お客さまにおいしいとんかつ料理をお腹いっぱい召し上がっていただき、繰り返
しご来店いただけるよう、社員、パート・アルバイト従業員全員で取り組んでま
いりました。
　商品施策、価格施策として2025年３月より「ランチロース1,000円」を追加
販売し、夜には「ロースかつ御膳」を100円値下げして訴求いたしました。ま
た、春の新商品として登場した「アスパラと大葉重ねかつ」はたくさんの支持を
いただき、販売比率で20%と過去最大のヒット商品となりました。夏は「梅しそ
巻き」、秋冬は「牡蠣ふらい」「チゲ鍋」と季節商品も限定販売いたしました。
お客さまの要望から生まれた少なめの盛り合わせ「お手軽御膳」もご好評いただ
き、お客さまの再来店につながっております。

7,901

第61期
（2025年2月期）

8,008

第62期
（2026年2月期）

（単位：百万円）売上高

設備メンテナンス事業 売上高 1,979 百万円（前年同期比8.0%増）

　設備メンテナンス事業は、当社グループ内直営店舗及びフランチャイズ店舗の
設備維持メンテナンスに係る工事受注や機器類の保全などが主な事業であり、売
上高は19億79百万円（前年同期比8.0％増）、営業利益は２億17百万円（前年
同期比14.6％増）となりました。

第62期
（2026年2月期）

1,832

第61期
（2025年2月期）

1,979

（単位：百万円）売上高

　新規出店では、海外で１店舗を出店し、３店舗を退店した結果、当連結会計年度末における店舗数は、国内で82店舗（和食業態の
長崎卓袱浜勝を含む）、海外で３店舗、合計85店舗（うちフランチャイズ店舗17店舗）となりました。
　以上の結果、売上高は80億８百万円（前年同期比1.3%増）、営業利益は１億40百万円（前年同期比51.5%減）となりました。
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当事業年度の事業の状況

（百万円未満切り捨て）
設　備　投　資　内　容 投　資　金　額

① 工場設備 654百万円
② 店舗設備 626
③ 改造・改装工事 408
④ 新設店舗工事 244
⑤ 情報機器設備 241
⑥ その他設備 ２

合　　計 2,178

借入先 借入額 借入実行日 返済期間 担保提供又は保証等
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 12億円

2025年５月29日 ５年間 無担保・無保証

株式会社十八親和銀行 ７億円
株式会社西日本シティ銀行 ３億円

株式会社三井住友銀行 ３億円
株式会社京都銀行 ３億円
株式会社福岡銀行 ２億円

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資金額（敷金及び差入保証金を含む）は21億78百万円で、その主
なものは次のとおりであります。

（注）1. 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しておりますので、加減結果が合計表示と不一致となる場合があります。（以下同様）
2. 上記金額には、リースによる投資１億97百万円が含まれております。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度において、設備投資及び運転資金として充当することを目的として、2025年5月16日開催の取
締役会にて長期借入金30億円の資金調達を決議し、実施いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当する事項はありません。
⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当する事項はありません。
⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当する事項はありません。
⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当する事項はありません。
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直前3事業年度の財産及び損益の状況

37,734

第59期
（2023年２月期）

40,209

第60期
（2024年２月期）

43,794

第61期
（2025年２月期）

45,084

第62期
（2026年２月期）

（単位：百万円）売上高

1,582

263

第59期
（2023年２月期）

1,115

第60期
（2024年２月期）

第61期
（2025年２月期）

1,598

第62期
（2026年２月期）

（単位：百万円）経常利益

968

△403

第59期
（2023年２月期）

752

第60期
（2024年２月期）

第61期
（2025年２月期）

1,727

第62期
（2026年２月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

第59期
（2023年２月期）

28,730

11,866

第60期
（2024年２月期）

28,726

12,860

第61期
（2025年２月期）

29,204

13,647

第62期
（2026年２月期）

31,124

15,231

（単位：百万円）総資産/純資産

37.38

△15.56

第59期
（2023年２月期）

29.03

第60期
（2024年２月期）

第61期
（2025年２月期）

66.67

第62期
（2026年２月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

第59期
（2023年２月期）

第60期
（2024年２月期）

第61期
（2025年２月期）

第62期
（当連結会計年度）
（2026年２月期）

売上高 （百万円） 37,734 40,209 43,794 45,084
経常利益 （百万円） 263 1,115 1,582 1,598
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） △403 752 968 1,727
1株当たり当期純利益 （円） △15.56 29.03 37.38 66.67
純資産 （百万円） 11,866 12,860 13,647 15,231
総資産 （百万円） 28,730 28,726 29,204 31,124

(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況

（注）1. 売上高には、その他の営業収入を含めて記載しております。
2. 記載金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
3. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式の総数より算出しております。なお、発行済株式の総数については、期中平均自己株式数を控除しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

名　称 資本金 出資比率
（間接所有を含む） 主要な事業内容

リンガーハットジャパン株式会社 100百万円 100.0% 「長崎ちゃんぽんリンガーハット」の営業
浜勝株式会社 100百万円 100.0% 「とんかつ濵かつ」の営業
リンガーフーズ株式会社 30百万円 100.0% 食品等の外販事業
リンガーハット開発株式会社 100百万円 100.0% 設備メンテナンス業
Ringer Hut Hawaii Inc. 13,760千米ドル 100.0% 米国における直営店舗の営業
Ringer Hut(Thailand)Co.,Ltd. 4百万バーツ 49.0% タイ国内事業管理運営
Champion Foods Co.,Ltd. 50百万バーツ 100.0% タイ国内店舗の営業
Ringer Hut(Cambodia)Co.,Ltd. 650千米ドル 100.0% カンボジアにおける直営店舗の営業
Ringer Hut Vietnam Co.,Ltd. 16,936百万ドン 100.0% ベトナムにおける直営店舗の営業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当する事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）当期末現在において、特定完全子会社はありません。

(4) 対処すべき課題
　原材料費・光熱費などの高騰及び継続的な採用難といった社会環境の変化や物価高騰による消費行動の変化への対
応が必要となる中で、これらの変化に柔軟に対応し、持続的な成長を実現するため、当社は2025年10月に2026年か
ら2028年度までのグループ経営方針を示す中期経営計画を策定いたしました。
　当社の強みである「安全・安心・健康」を軸に「食」をあらゆる販売チャネルで提供し、事業の成長を目指す６つ
の取り組み方針を掲げ、社員とパート・アルバイト従業員が一丸となって、全員参加型経営に取り組んでまいりま
す。
1. 店舗フォーマットの確立
＜理想の食卓(Ideal Dining)に向けたモグベジ(メニュー)の強化＞
・国産野菜による安全・安心な食の提供という当社の強みをより多くのお客さまに知っていただくために、理想の食
卓(Ideal Dining)という当社のブランドメッセージを体現する国産野菜がたっぷり取れ、おいしさも楽しめる野菜中
心メニューの開発を進めます。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

＜既存店舗の改装・リロケート、新規出店＞
・お客さまにとってよりよい店舗環境を作るため、既存店舗の内装・外装等の改修を進めます。また、新規出店に関
しましては、外食需要の強い地域への出店及びロードサイド店舗の出店を強化いたします。
＜新たな店舗形態の拡大＞
・濵かつの惣菜店舗など、新たな店舗業態の展開も積極的に進め、幅広い客層のお客さまのニーズに応えられる体制
を目指します。
2. 外販事業の強化
＜店舗の味の再現に向けた商品品質の向上＞
・冷凍商品による店舗の味の再現度を高めるため、品質・味にこだわり、スチーム解凍商品の導入や加工手法の見直
しを進めます。
＜商品ラインナップの拡大＞
・既存の商品にとらわれず、外販商品独自の野菜を軸とした新たな商品の開発を積極的に進めます。
＜生産体制の強化＞
・より多くのお客さまに商品を手に取っていただくにあたり、生産体制の強化は必要不可欠となります。社内工場を
生産特化型へシフトし、外販商品専用ラインの増設により、生産体制の強化を進めます。
3. グローバルマーケットへの展開
・海外の外食市場の伸び率は年々上昇しており、市場の取り込みに向けたタイやベトナム、カンボジアといった東南
アジア地域への出店の強化が必要であると考えております。積極的な人財の投入により、現地社員中心の店舗運営で
あっても、高品質な商品を提供し続けられる体制の構築を行います。
４. 業務効率化・人財強化
＜店舗オペレーションの効率化＞
・自動調理器の導入による調理システムの再構築や、モバイルオーダーの推進などの店舗DX化により店舗オペレー
ションの効率化をさらに進めます。
＜店舗事務・管理業務の効率化＞
・商品発注、従業員シフト作成、決算等の自動化を進め、店舗業務の効率化を図ります。
＜人財確保に向けた採用・育成の強化＞
・採用方法及び採用ターゲットの見直しを行いつつ、年４回の定期採用を継続実施していくことに加え、オンライン
教育システムのコンテンツ及び教育機会の充実を図ることで、人財の採用及び育成を強化いたします。
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５. 調達・生産・配送体制強化
＜国産野菜の安定調達＞
・当社商品の主要な材料になります国産野菜の安定調達に向け、契約生産者の開拓とスマート農業の支援を積極的に
実施いたします。また、生産者へのJGAP認証取得推進についても、継続して取り組みます。
＜内製化率向上・自動化推進＞
・生産体制の強化により自社工場での内製化率の向上を進めるとともに、自動化を推進し、品質向上と原価低減を図
ります。
＜国内３工場体制による最適生産・配送体制の構築＞
・現在稼働率が十分でない京都工場の稼働率を上げることで、生産性・物流効率の向上を図るとともに、物流拠点の
再構築を行い、配送体制を最適化いたします。
6. サステナビリティ推進
＜豊かな社会づくりへの貢献＞
・食育活動を国内・海外問わず継続して実施することにより食文化の形成に貢献いたします。また、2030年までの
累計参加人数として、オンライン3,000名、対面1,200名を目標に定め、取り組みます。
＜地球環境への配慮・負荷の低減＞
・サプライチェーンも含めたCO2排出量の低減及び食品残渣のリサイクル・リデュースサイクルの確立を進めます。
また、CO2排出量46%削減(2013年度数量に対して)、使い捨てプラスチック50%削減(2021年度数量に対して)、食
品リサイクル実施率70%を目標に、地球環境に配慮して企業活動を行います。
＜誰もが自分らしく安心して働ける職場づくり＞
・女性活躍や男性の育児休業取得の推進、外国人教育・障がい者雇用の強化など、ダイバーシティの尊重により働き
やすい職場環境の構築に取り組みます。また、管理職に占める女性割合24%、女性店長100名、外国人店長15名、男
性育児休暇取得率85%、３年以内の離職率５%以下、従業員満足度90%以上を目標として、従業員を含めたステーク
ホルダーへの価値提供を積極的に進めます。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

　以上により、第63期の業績予想につきましては、既存店売上高は前年の水準に対して、長崎ちゃんぽん事業
が103.2%、とんかつ事業が103.0%という前提で予算を設定し、次のように見込んでおります。

第63期業績予測
売上高　　　　          473億円　 営業利益　　　  22億円
経常利益　　　  20億40百万円　 親会社株主に帰属する当期純利益　　  12億円

(5) 主要な事業内容（2026年２月28日現在）

　当社グループは、当社と子会社９社で構成され、「長崎ちゃんぽん」の専門店「リンガーハット」、「とんかつ」
の専門店「濵かつ」を主としたチェーン店及び長崎郷土料理「長崎卓袱浜勝」の経営、食品・食品原材料の製造・加
工並びに外販事業及び設備メンテナンスを主な内容とする事業活動を行っております。
(6) 主要な営業所及び工場（2026年２月28日現在）

当社本店 長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号（登記上の本店）
グループ本社 東京都品川区大崎一丁目６番１号 ＴＯＣ大崎ビル14階
佐賀工場 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町大曲4550番地５
佐賀第３工場 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町石動字二本松2022番98
富士小山工場 静岡県駿東郡小山町棚頭224番５
京都工場 京都府京田辺市大住門田20番
大村工場 長崎県大村市富の原二丁目383番１

 当社
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・当社グループ営業店舗の出店総数641店舗
国内627店舗（うちフランチャイズ153店舗）／海外14店舗

九州・沖縄地方

61

近畿地方

22

10

中国地方

55

中部地方

14

北海道・東北地方

247

1

関東地方

137

71

1

8

四国地方 海外 14店舗

米国 2

タイ 7

カンボジア 4

ベトナム 1
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従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

(7) 従業員の状況（2026年２月28日現在）

事業部門 従業員数 前連結会計年度末比増減
長崎ちゃんぽん事業 394（3,126）名 +10 （+７）名
とんかつ事業 64 （884） +16 （△35）
設備メンテナンス事業 41 （24） +３ （+４）
全社（共通） 88 （141） △１ （+７）

合　　計 587（4,175） +28 （△17）

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
男　　性 127名 +６名 47.9歳 20.0年
女　　性 24 +１ 39.6 10.1
合　　計 151 +７ 46.6 18.5

（パートタイマー・アルバイト） （546） （+58）

① 企業集団の従業員の状況

（注）1. 従業員数は就業人員であり、パートタイマー・アルバイトは（　）内に年間平均人員（１ヵ月155時間換算）を外数で記載しております。
2. 全社（共通）と記載されている従業員数は、特定の事業に区別することができない管理部門に所属しているものであります。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、パートタイマー・アルバイトは（　）内に年間平均人員（１ヵ月155時間換算）を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2026年２月28日現在）

借入先 残高（百万円）
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 3,520
株式会社十八親和銀行 2,204
株式会社福岡銀行 623
株式会社西日本シティ銀行 600
株式会社三井住友銀行 255
株式会社京都銀行 255
株式会社商工組合中央金庫 209
（注）記載金額の百万円未満は切り捨てて表示しております。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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株式の状況、その他株式に関する重要な事項

2 会社の現況
(1) 株式の状況（2026年２月28日現在）

① 発行可能株式総数　46,000,000株　　　②発行済株式の総数　26,067,972株
③ 株主数　55,697名（前年度末比 972名増）④単元株式数　100株（総議決権数 260,256個）

個人その他 一般法人 金融機関 外国人 証券会社等 自己株式
株 主 数（名） 55,188 353 18 112 25 １
所有株式数（株） 16,187,935 2,481,480 5,812,451 1,423,558 160,350 2,198
持株構成（％） 62.10 9.52 22.29 5.46 0.62 0.01

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口） 2,315,400 8.88
株式会社十八親和銀行 655,000 2.51
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(米濵・ﾘﾝｶﾞｰﾊｯﾄ財団口） 600,000 2.30
公益財団法人米濵・リンガーハット財団 600,000 2.30
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 535,095 2.05
第一生命保険株式会社 425,000 1.63
アサヒビール株式会社 357,500 1.37
株式会社福岡銀行 348,184 1.34
麒麟麦酒株式会社 332,780 1.28
株式会社日本カストディ銀行(信託口) 301,200 1.16

⑤ 所有者別の状況

⑥ 大株主

（注）１. 大株主の持株比率は自己株式（2,198株）を除外して計算し、小数点第三位以下を四捨五入して表示しております。
なお、株式付与型ＥＳＯＰ信託導入に伴い、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与型ＥＳＯＰ信託口）が取得し、2026年
２月28日現在において同信託口が保有する当社株式151,372株は、自己株式には含めておりません。

２. 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（米濵・リンガーハット財団口）は、公益財団法人米濵・リンガーハット財団を受益者として
設定した他益信託によるものです。

３. 公益財団法人米濵・リンガーハット財団は、育英事業、文化・芸術・スポーツ等の発展普及の推進事業を目的として、2015年９月１日
に設立された公益財団法人であります（詳しくは財団ホームページ https://www.yonehama-rh-found.or.jp/ でご確認ください）。

(2) その他株式に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

(3) 新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当する事項はありません。
② 当事業年度中に職務の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況

該当する事項はありません。
③ その他新株予約権等に関する重要な事項

該当する事項はありません。

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長兼CEO 佐々野　諸　延 グループ経営全般

代表取締役専務 福　原　扶美勇

リンガーハット事業本部兼海外事業本部兼フランチャイズ事業本部
リンガーハットジャパン株式会社 代表取締役社長
Ringer Hut Hawaii Inc. President
Ringer Hut(Thailand)Co.,Ltd. President
Champion Foods Co.,Ltd. President
Ringer Hut(Cambodia)Co.,Ltd. President
Ringer Hut Vietnam Co.,Ltd. President

取締役 川　内　辰　雄 浜勝事業本部
浜勝株式会社 代表取締役社長

取締役 川　﨑󠄁　　　享
株式会社エム・アイ・ピー 代表取締役社長
クリナップ株式会社 社外取締役
株式会社村井 社外監査役

取締役 金　子　美智子
取締役 安　部　映　里 一般財団法人日本航空協会 理事
常勤監査役 植　木　知　彦

監査役 山　内　信　俊 山内信俊法律事務所 代表
株式会社クロサワホールディングス 社外取締役

監査役 佐　藤　英　之

(4) 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2026年２月28日現在）

（注）１. 取締役川﨑󠄁享氏、取締役金子美智子氏及び取締役安部映里氏は、社外取締役であります。
２. 監査役山内信俊氏及び監査役佐藤英之氏は、社外監査役であります。
３. 取締役川﨑󠄁享氏、取締役金子美智子氏及び取締役安部映里氏並びに監査役山内信俊氏及び監査役佐藤英之氏は、東京証券取引所及び福

岡証券取引所が定める「独立役員」に該当するものとして指定し、両取引所に届け出ております。
４. 監査役佐藤英之氏は、金融機関における長年の職務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

氏　　　名 異動後の地位（2026年３月１日付）
福　原　扶美勇 代表取締役社長兼ＣＥＯ
佐々野　諸　延 取締役

退任時の会社に
おける地位 氏　　　名 退任時の担当及び

重要な兼職の状況 退任の事由 退任日

取締役 小　田　昌　広 管理部 任期満了による退任 2025年５月28日

取締役 山　岡　雄　二 生産部 逝去による退任 2026年１月８日

５. 当社は2026年１月９日開催の取締役会において、代表取締役の異動及び取締役人事について次の通り決議し、同年３月１日付けでそれ
ぞれ就任しております。

② 当事業年度中に退任した取締役及び監査役

③ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役川﨑󠄁享氏は、株式会社エム・アイ・ピーの代表取締役社長を兼務しております。なお、当社は株式会社
エム・アイ・ピーとの間において、経営コンサルティングに関する取引がありますが、当事業年度における支払
会費ならびに研修受講費は連結計算書類に計上されている販売費及び一般管理費の0.1％未満（17,411千円）
で、一般株主と利益相反を生じるおそれのない範囲の額であり、社外取締役としての独立性やガバナンス体制に
何ら影響を及ぼすものではないと判断しております。
　監査役山内信俊氏は、山内信俊法律事務所の代表を兼務しております。なお、当社は同法律事務所との間に顧
問弁護士契約を締結しておりますが、当事業年度における取引高は連結損益計算書に計上されている販売費及び
一般管理費の0.1％未満（1,320千円）で、一般株主と利益相反を生じるおそれのない範囲の額であり、社外監査
役としての独立性やガバナンス体制に何ら影響を及ぼすものではないと判断しております。
ロ. 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役川﨑󠄁享氏は、クリナップ株式会社の社外取締役及び株式会社村井の社外監査役でありますが、当社とク
リナップ株式会社及び株式会社村井との間に特別な関係はありません。
　取締役安部映里氏は、一般財団法人日本航空協会の理事でありますが、当社と一般財団法人日本航空協会との
間に特別な関係はありません。
　監査役山内信俊氏は、株式会社クロサワホールディングスの社外取締役でありますが、当社と株式会社クロサ
ワホールディングスとの間に特別な関係はありません。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

地　位 氏　名 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況

主な活動状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 川 﨑󠄁  享 ５回中５回
（100%） ―

企業経営者としての知識と経験に基づく見地から、取締
役会では、マーケティングや生産性向上などについて具
体的な指摘と助言を行うなど、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っており、当社
経営の監督に適切な役割を果たしております。また、指
名・報酬委員会の委員として、客観的・中立的な立場で
役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督
機能を果たしております。

取締役 金 子  美智子 ５回中５回
（100%） ―

航空業界で培った知識と経験に基づく見地から、取締役
会では、ダイバーシティ推進や労働環境の取組につい
て、具体的な指摘と助言を行うなど、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお
り、当社経営の監督に適切な役割を果たしております。
また、指名・報酬委員会の委員として、客観的・中立的
な立場で役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程にお
ける監督機能を果たしております。

取締役 安 部 映 里 ４回中４回
（100%） ―

航空業界で培った知識と経験に基づく見地から、取締役
会では、働きやすい環境づくりや企業価値向上につい
て、具体的な指摘と助言を行うなど、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお
り、当社経営の監督に適切な役割を果たしております。

地　位 氏　名 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況 主な活動状況

監査役 山 内 信 俊 ５回中５回
（100%）

６回中６回
（100%）

弁護士としての専門的知識と経験に基づく見地から、取
締役会では、コンプライアンスやガバナンス体制などに
ついて、具体的な指摘と助言を行うなど、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行って
おります。また、監査役会における監査事項の協議等に
おいて、必要な発言を行っております。

監査役 佐 藤 英 之 ５回中５回
（100%）

６回中６回
（100%）

金融業界で培った知識と経験に基づく見地から、取締役
会では、ファイナンスや経営管理システムについて、具
体的な指摘と助言を行うなど、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、監査役会における監査事項の協議等において、必
要な発言を行っております。

ハ. 当事業年度における主な活動状況

（注）１．取締役会は５回の開催のほか、書面決議を３回行っております。
２．取締役安部映里氏については、2025年５月28日付で取締役就任後に開催された取締役会のみを対象としております。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

④ 責任限定契約の内容の概要
当社と非業務執行役員である常勤監査役並びに各社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第427条第１

項ならびに当社定款第25条及び第38条の規定により、会社法第423条第１項の損害賠償責任に関する限度額を
限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、いずれも会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお
ります。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに優秀な人財

の確保ができるよう、会社法第430条の３の規定による、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締
結しております。

【保険契約の内容の概要】
イ. 被保険者の範囲

当社の取締役及び監査役、ならびに当社の国内子会社の取締役及び監査役（契約後に就任したものを含みます）
ロ. 被保険者の実質的な保険料負担割合

保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はありません。
ハ. 補填の対象となる保険事故の概要

被保険者が職務遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害（法律上の損害賠償金及び争
訟費用）について補填されます。
ニ. 会社役員の職務の適正性が損なわれないための措置

被保険者の故意、違法な私的利益供与、犯罪行為等による賠償責任に対しては補填の対象とされない旨の免
責条項が付されております。

(5)  取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、取締役会の決議により、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という）を
以下のとおり定めております。
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と
連動した報酬体系とし、各取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針と
する。具体的な内容としては、イ．基本報酬、ロ．業績連動報酬、ハ．譲渡制限付株式報酬の３本で構成する。
なお、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払う。

イ. 基本報酬
月例の固定報酬とし、役位・職責等に応じて総合的に勘案して決定する。

ロ. 業績連動報酬
業績連動報酬にかかる業績指標は、前連結会計年度の連結経常利益率を用いる。当該指標を選定した理由

は、業績目標に対する達成度及び中長期的な企業価値向上の実現を評価する指標として適切と判断したためで
ある。

業績連動報酬は、業績指標を反映した現金報酬とし、固定報酬のうちの業績月棒部分は業績指標の達成度合
いに応じた業績月棒比率を乗じて決定する。決定した業績連動報酬は、固定報酬と同じく月例にて支給する。
ハ. 譲渡制限付株式報酬

固定報酬及び業績連動報酬とは別枠で設け、譲渡制限付株式の付与のための金銭報酬の総額は、年額50百万
円以内としており、対象取締役への具体的な配分は取締役会において決定する。また、対象取締役は、取締役
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

役　付　区　分 固定報酬割合 業績連動報酬割合
会　　　長 70％ 30％
副　会　長 80％ 20％
社　　　長 70％ 30％
副　社　長 75％ 25％
専　　　務 80％ 20％
常　　　務 80％ 20％
一　　　般 80％ 20％

役員区分 支給人員
（名）

報酬等の総額
（百万円）

固定報酬
（百万円）

業績連動報酬
（百万円）

株式報酬
（百万円）

報酬減額分
（百万円）

取締役（社外取締役を除く） ５ 109 89 20 － －
監査役（社外監査役を除く） １ 10 10 － － －
社外取締役 ３ 10 10 － － －
社外監査役 ２ ７ ７ － － －

会決議に基づき、金銭報酬債権の全部を現物出資財産として給付し、当社の普通株式について発行又は処分を
受けるものとし、発行又は処分される当社の普通株式の総数は年25,000株以内とし、その１株当たりの払込金
額は当社の取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値とする。譲渡
制限付株式報酬の支給は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分に関する募集要項に定められた払込期
日とする。

基本報酬と業績連動報酬の支給割合は、優秀な人財の確保と企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
として十分に機能するよう上位の役付ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成とし、下表のとおりである。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬等限度額は、2001年１月23日開催の臨時株主総会において、月額30百万円以内とご承認

いただき決議しております。同決議時点において、本定めに係る取締役の員数は８名です。
上記報酬等の他、取締役（非業務執行取締役及び社外取締役を除く）に対しては、2017年５月24日開

催の第53期定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬として、当社普通株式年25,000株以内（金銭報
酬債権年額50百万円以内）とご承認いただき決議しております。同決議時点において、本定めに係る取締
役の員数は７名です。

監査役の報酬等限度額は、2001年１月23日開催の臨時株主総会において、月額５百万円以内とご承認
いただき決議しております。同決議時点において、本定めに係る監査役の員数は４名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、株主総会でご承認いただいた報酬限度額の範囲内

かつ報酬等に関する諸規程に基づき、代表取締役及び社外取締役で構成され、その半数以上は独立社外取
締役である指名・報酬委員会における審議・答申を踏まえ、取締役会にて決定していることから、その内
容は決定方針に沿うものであると判断しております。

④ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１. 取締役のうち、使用人兼務取締役に該当する者はおりません。
２. 業績連動報酬にかかる業績指標は、前連結会計年度の連結経常利益率であり、その実績は3.6%であります。
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会計監査人の状況

報酬等の額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 54,900

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 57,900

(6) 会計監査人の状況
① 名称 太陽有限責任監査法人

② 報酬等の額

(注)１.当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、
実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２.当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人(外国におけるこれらの資格に相当す
る資格を有する者を含む。)が行っています。

③ 非監査業務の内容
　当社は、当社の会計監査人と同一のネットワークに属している太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社
に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である、企業会計基準第34号「リースに関
する会計基準」の適用による会計方針の検討に関する助言業務を委託し、対価を支払っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合は、株主総会に提
出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任
後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人太陽有限責任監査法人は、会社法第427条第１項及び当社定款第45条の規定により、会社法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑥ 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、社内関係部署及び
会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務
執行状況や報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬につき、会社法第399条第１項の同意を行
っております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

(7) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、「業務の適正を確保するための体制」（いわゆる内部統制システム）の整備構築に係る基本方針につき、
以下①～⑫のとおり定めております。
　なお、運用状況の概況については各項目下段に記載のとおりであります。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社グループの役員並びに使用人は、「リンガーハットグループ行動基準」に掲げる五つの実践訓及び「リンガ
ーハットフィロソフィー」によって形成される倫理観並びに行動基準を指針とし、また、反社会的勢力等への対応
体制を構築していくとともに、弁護士や地域警察等と連携して毅然とした姿勢で、企業の社会的責任（CSR）を果
たし、その基礎となる法令・定款を遵守するコンプライアンス体制を推進する。

　現に取り組んでいる最新のCSR活動についてまとめられた「コーポレートレポート」は、2010年度より継続し
て発行され、グループ内全社で企業倫理観の認識を新たにするとともに、ステークホルダーの方々と共有すること
で、社会的使命を果たすとともに、コンプライアンス体制推進の一助としております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社の取締役は、取締役会規則並びにリンガーハットグループ役員内規の定めに従って職務を遂行し、職務執行
に係る電磁的記録を含む議事録・資料書類などについては、厳重な管理のもと、適切に保存する体制を推進する。
　取締役会議事録及び関連資料等の電磁的記録の管理は「情報セキュリティー管理規程」に基づき、重要ファイル
はサーバーそのものへのアクセス制限を厳重に行う措置をとっております。また、規程管理システム（文書管理）
の導入により、適切な業務執行に資するグループ内諸規程の整備にも着手しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、当社グループ全体のリスク管理について既存の危機管理マニュアルを十分に運用しつつ、また想定され
るあらゆるリスク評価と見直しをCSR部門を中心に行っていく体制を推進する。また不測事態発生を想定したマニ
ュアルや通報システムの整備を図ることで、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。

　特に食の安全・安心の根幹である生産工場においては、ISO22000を認証取得後、その継続審査を毎年受け、常
に仕組みの改善と同時にリスク想定を反復して見直すことで、リスクマネジメントの強化が図られています。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社では、常勤の取締役で構成する常勤役員会の設置と、職務権限規程に定める業務分掌により、各取締役が常
に適正かつ効率的に職務執行ができる体制を推進する。

　常勤役員会は毎週１回の開催を原則として実施、執行役員のほか、各部署担当者からの重要案件の報告など、風
通しがよい協議の場として開催、取締役の迅速な経営判断と効率的な職務執行ができる体制として運用されており
ます。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　使用人のコンプライアンス体制を確保するため、コンプライアンス委員会を設置しリンガーハット・ヘルプライ
ンを運営しながら、法令・定款違反を未然に防止する体制を推進する。

　「すべてのお客さまに　楽しい食事のひとときを　心と技術でつくるリンガーハットグループ」という企業使命
観を基に、コンプライアンスも含め「人として」正しくあるべき姿や企業理念を明文化した「リンガーハットフィ
ロソフィー」を策定し、各部朝礼で輪読し、共通の企業理念が実践される風土づくりに取り組んでおります。
　また、担当役員とCSRチームを中心に、管理部門のリーダーで組織される「コンプライアンス委員会」では、す
べての役員・社員一人ひとりが、コンプライアンスの重要性を正しく理解し、良識ある行動と誠実かつ公正な業務
遂行と企業倫理の定着を図る目的で開催されており、2010年に発足以来、既に当連結会計年度末までに通算して
186回の開催を数え、顧問弁護士をオブザーバーとして招き、正しい法令順守のありかたについての指導を仰いで
おります。
　さらに、より理解を深める施策として、当該フィロソフィー策定以来、全社員を対象とした「フィロソフィーセ
ミナー」を開催しております。受講対象者をアシスタントマネージャー又は時間帯責任者を担当するパート・アル
バイト社員まで拡大して実施をしております。これにより、社員個人の生活の充実とともに「生活と仕事の調和」
という個人視点からも、当社グループのさらなる成長を目指すというモチベーションの向上にもつながっていま
す。

⑥ 会社並びに親会社及び関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ）関係会社の取締役や社員の職務執行に係る事項の親会社への報告に関する体制

　当社グループは、当社及び関係会社が定める重要な稟議事項や事故報告については、当社において毎週行わ
れる常勤役員会において必要に応じて報告を求める。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

ロ）関係会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループは、グループ全体のリスク管理について既存の危機管理マニュアルを十分に運用しつつ、また
想定されるあらゆるリスク評価と見直しをCSR部門を中心に行っていく体制を推進する。また、不測事態発生
を想定したマニュアルや通報システムの整備を図ることで、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理す
る。

ハ）関係会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社グループは、関係会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、関係会社の業務内容の定期的な報告を
受け重要案件についてはその業務内容について事前協議を行い、関係会社の取締役会にて協議することによ
り、関係会社の取締役等の執行の効率を確保する。

ニ）関係会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社グループの役員並びに従業員は、「リンガーハットグループ行動基準」に掲げる五つの実践訓及び「リ
ンガーハットフィロソフィー」によって形成される倫理観並びに行動基準を指針とし、企業の社会的責任
（CSR）を果たし、その基礎となる法令・定款を遵守するコンプライアンス体制を推進する。

　当社グループにおける当社と関係会社の関係においては、関係会社経営の自主独立を十分に尊重しながら、採算
性向上に資する支援を行っております。
　また、危機管理やコンプライアンス体制の整備等の取り組みは、グループ会社の垣根を越えて適切な業務執行に
向けて開催される常勤役員会をはじめ、事業本部会議、経営合宿、経営方針発表会等の重要な会議体の中で、協議
又は報告共有されることで、常に適正な体制づくりが推進されております。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及
びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　社長直轄のCSRチーム内にある内部監査部門が監査役の職務の補助を行う。また内部監査部門の人事異動及び人
事考課については、監査役の同意を得たうえで決定する。
　内部監査部門は社長直轄のもと、総務人事部門とともに監査役の職務遂行に必要な情報提供などの補佐を行って
おります。

⑧ 前号の監査役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　当社において、監査役の使用人に対する指揮命令系統は取締役から独立したものであり、その内容及び使用人の
役割は監査役会規則の中で整備構築していく。
　監査役の使用人が他の業務を兼務している場合では、当該使用人は監査役の指示による業務を優先的に実行でき
るような配慮をしております。
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⑨ 当社及び関係会社の取締役並びに使用人が当社監査役に報告するための体制、その他の監査役への
報告に関する体制

　当社及び子会社の取締役並びに使用人は、会社に著しい損害を及ぼした事実又は及ぼすおそれのある事実、「リ
ンガーハットグループ行動基準」に著しく反する事実を発見した場合は、「リンガーハットヘルプライン」にて直
ちに監査役に報告する。
　「リンガーハットヘルプライン」の運用は、親子会社の垣根なく運用されており、ヘルプラインで行動基準違反
の疑義ある案件に関しては、すべてヘルプラインを運用するCSR部門より監査役へ報告されております。

⑩ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するため
の体制

　当社は、監査役への報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利
な取り扱いを行うことを禁止し、そのことを当社グループの役員及び使用人に周知徹底する。
　ヘルプライン運用ハンドブックで『通報者の秘密保持、プライバシーは尊重され、通報により不利益を受けるこ
とはありません。』と明示、不利な扱いの防止を啓蒙しています。

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い又は償還等の請求をしたときは監査役の職務の遂行
に必要ではないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
　監査役から当該費用の請求があった場合でも、監査役決裁のもとで、通常の支払決裁経路同様の処理をする方針
としております。

⑫ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役の独立性要件を確保するため、監査役会規則の整備を推進する。また監査役は経営合宿などの重要な会議
に出席することができる。さらに総務人事部門、CSR部門は必要に応じて監査役の職務を補助することができ、内
部監査担当及び会計監査人は、監査役との連携を図り、適切な意思疎通と監査に必要な情報の共有及び実効的な監
査業務の遂行を支援する。
　監査役会規則、監査役監査基準、内部統制関係諸規程の整備、並びに監査実務に必要なサポート体制を、内部監
査部門、CSR部門、総務人事部門の各部門間で連携することにより、より適正な監査ができる環境づくりに努めて
おります。
　また、社外監査役に対しては、連携すべき必要な情報伝達や、関連資料等の迅速な提供に努めております。

(8) 会社の支配に関する基本方針
　　  該当する事項はありません。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表 （単位：千円）

科目 第62期
2026年２月28日現在 科目 第62期

2026年２月28日現在

資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
差入保証金
建設協力金
敷金
退職給付に係る資産
その他　

6,151,331
2,375,178
1,784,283
192,821
99,781

389,123
299,012
858,236
221,831
△68,939

24,972,727
18,594,770
10,056,330
1,419,501
5,811,467

36,944
70,528

1,199,997
402,164
5,975,793
1,355,217
1,132,019
829,955
42,457

2,248,644
119,955
247,543 　

流動負債 7,096,751
買掛金 922,074
短期借入金 200,000
１年内返済予定の長期借入金 2,300,660
リース債務 57,607
未払金 815,532
未払費用 1,523,615
未払法人税等 216,421
未払消費税等 470,811
株主優待引当金 108,592
資産除去債務 5,117
その他 476,319

固定負債 8,796,149
長期借入金 5,166,558
長期未払金 24,249
リース債務 146,151
株式給付引当金 112,863
退職給付に係る負債 1,074,100
長期預り保証金 285,367
資産除去債務 1,888,247
繰延税金負債 89,190
その他 9,420

負債合計 15,892,900
純資産の部
株主資本 14,552,203
資本金 9,002,762
資本剰余金 2,193,474
利益剰余金 3,694,025
自己株式 △338,059
その他の包括利益累計額 678,954

その他有価証券評価差額金 781,375
為替換算調整勘定 △194,731
退職給付に係る調整累計額 92,310

純資産合計 15,231,157
資産合計 31,124,058 負債及び純資産合計 31,124,058

連結計算書類

40



2026/04/20 16:36:08 / 25287270_株式会社リンガーハット_招集通知_電子提供措置用

連結損益計算書

連結損益計算書 （単位：千円）

科目
第62期

2025年３月 1 日から
2026年２月28日まで

売上高 44,265,122
売上原価 15,443,269
売上総利益 28,821,852
その他の営業収入 819,558
営業総利益 29,641,411
販売費及び一般管理費 28,223,234
営業利益 1,418,176
営業外収益 327,097
受取利息 15,062
受取配当金 24,928
為替差益 159,070
補助金収入 41,534
受取補償金 65,139
売電収入 9,525
その他 11,836

営業外費用 146,960
支払利息 114,804
リース解約損 4,647
支払手数料 12,901
売電費用 137
その他 14,469

経常利益 1,598,313
特別利益 22
固定資産売却益 22

特別損失 119,813
固定資産除却損 43,310
減損損失 74,950
店舗閉鎖損失 1,552

税金等調整前当期純利益 1,478,522
法人税、住民税及び事業税 347,936
法人税等調整額 △597,166
当期純利益 1,727,752
親会社株主に帰属する当期純利益 1,727,752
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連結株主資本等変動計算書

第62期（2025年３月１日から2026年２月28日まで） （単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2025年３月１日残高 9,002,762 2,193,474 2,305,130 △342,570 13,158,797
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △338,857 △338,857
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,727,752 1,727,752

自己株式の取得 △444 △444
自己株式の処分 4,955 4,955
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 - - 1,388,894 4,510 1,393,405
2026年２月28日残高 9,002,762 2,193,474 3,694,025 △338,059 14,552,203

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額
合 計

2025年３月１日残高 477,590 △51,064 61,878 488,404 13,647,202
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △338,857
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,727,752

自己株式の取得 △444
自己株式の処分 4,955
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 303,785 △143,666 30,431 190,549 190,549

連結会計年度中の変動額合計 303,785 △143,666 30,431 190,549 1,583,955
2026年２月28日残高 781,375 △194,731 92,310 678,954 15,231,157

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

・連結子会社の数 ９社
・連結子会社の名称 リンガーハットジャパン株式会社

浜勝株式会社
リンガーフーズ株式会社
リンガーハット開発株式会社
Ringer Hut Hawaii Inc.
Ringer Hut(Thailand)Co.,Ltd.
Champion Foods Co.,Ltd.
Ringer Hut(Cambodia)Co.,Ltd.
Ringer Hut Vietnam Co.,Ltd.

連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社の数及び名称

２. 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

３. 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
(1) 連結の範囲の変更

　当連結会計年度より、新たに設立したRinger Hut Vietnam Co.,Ltd.を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用の範囲の変更
　該当事項はありません。

４. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　Ringer Hut Hawaii Inc.、Ringer Hut(Thailand)Co.,Ltd.、Champion Foods Co.,Ltd.、
Ringer Hut(Cambodia)Co.,Ltd.及びRinger Hut Vietnam Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っております。
　その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。
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連結注記表

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② 棚卸資産

(イ)商品及び製品 月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
(ロ)仕掛品

・仕掛品 月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
・仕掛品（未成工事支出金）個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(ハ)原材料及び貯蔵品
・原材料 月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
・貯蔵品 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

③ デリバティブ 時価法

① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、1999年３月１日以降に取得した取得価額10万円以上20万円未満の資産に
ついては、３年間で均等償却する方法を採用しております。
また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10年～31年
機械装置及び運搬具  ２年～10年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

② 株主優待引当金 株主優待券の利用による費用負担に備えるため、株主優待券の利用実績率に基づき、
当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

③ 株式給付引当金 株式付与規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、
給付見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

５. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(3) 重要な引当金の計上基準
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① 直営店売上高 店舗における顧客からの注文に基づき飲食サービスを提供することによる売上であります。
顧客に飲食サービスを提供し、対価を受領した時点で履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。

② FC加盟店への売上高 FC加盟店への食材等の販売による売上であります。
FC加盟店に食材等を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を
認識することになりますが、出荷時から当該食材等の支配がFC加盟店に移転される時まで
の期間が通常の期間である場合には、FC加盟店に食材等を出荷した時点で収益を認識して
おります。

③ メンテナンス売上高 顧客に設備メンテナンス等のサービスを提供することによる売上であります。
顧客にメンテナンス等のサービスを提供した時点で履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。

④ その他の営業収入 主にFCロイヤリティ収入であり、FC加盟店の売上高に一定の割合を乗じて測定し、
その売上高の発生時点で収益を認識しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、

特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 借入金

③ ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。
④ ヘッジの有効性評価の方法 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法により
按分した額を翌連結会計年度より損益処理することとしております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

なお、代理人として行われる取引については、顧客等から受け取る対価の総額から業務委託先に支払う額を控除した
純額で収益を認識しております。
また、他社が運営するポイント制度に基づき、顧客へのサービス提供に伴い付与するポイントについては、取引価格
から付与したポイント費用相当額を差し引いた金額で収益を認識しております。
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連結注記表

当連結会計年度
減損損失 74,950千円

当連結会計年度
繰延税金資産 1,132,019千円
繰延税金負債 89,190千円

（会計方針の変更に関する注記）
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項
ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第 65-２項（2）ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類に
おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。
なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
１. 固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位とし、また遊休資産については個々の

物件ごとにグルーピングしております。店舗については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、今後も収益
改善の可能性が低いと判断した店舗及び当連結会計年度において退店の意思決定がなされた店舗について、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。回収可能価額は使用価値により測定し、
将来キャッシュ・フローを4.2%で割り引いて算定しております。

将来キャッシュ・フローの見積りには事業計画を基礎としておりますが、これには将来の営業損益の予測等、重要な判断
や不確実性に伴う重要な会計上の見積りが含まれます。

これらの見積りにおいて用いた仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において追加の減損損失が
発生する可能性があります。

2. 繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

なお、上記繰延税金資産及び繰延税金負債は納税主体ごとの相殺後の金額を表示しております。
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可能性
を判断し、将来の課税所得の見積額に基づき繰延税金資産を算定しております。

このうち、将来の収益力に基づく課税所得の見積りは事業計画を基礎としており、不確実性に伴う重要な会計上の見積り
が含まれます。

これらの見積りにおいて用いた仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において繰延税金資産の金額
に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 18,139,585千円

（会計上の見積りの変更に関する注記）
(資産除去債務の見積りの変更)

　当連結会計年度において、当社グループの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、
直近の原状回復費用の発生実績といった新たな情報の入手に伴い、店舗の退去時に必要とされる原状回復費用に関して見積り
の変更を行いました。
　この見積りの変更による増加額417,790千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
　なお、この見積りの変更に伴い同時に計上した有形固定資産の一部について減価償却費98,931千円を計上しております。
　その結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は98,931千円減少しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

２. 偶発債務
　当社は在外連結子会社Ringer Hut(Thailand)Co.,Ltd.への出資に関して、
MHCB Consulting(Thailand)Co.,Ltd.の出資額9,619千円（1,920千バーツ）について保証を行っております。
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当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

発行済株式

普通株式 26,067,972 - - 26,067,972

自己株式

普通株式 156,183 195 2,808 153,570

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2025年５月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 182,461 7.00 2025年２月28日 2025年５月29日

2025年10月10日
取 締 役 会 普通株式 156,395 6.00 2025年８月31日 2025年11月12日

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 182,460 7.00 2026年２月28日 2026年５月28日 利益剰余金

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

(注)１. 上記自己株式には、株式付与ＥＳＯＰ信託口として日本マスタートラスト信託銀行株式会社が当社との信託契約に基づき所有する
当社株式151,372株を含めております。

２. 自己株式の株式数の増加195株は単元未満株式の買取による増加であります。
３. 自己株式の株式数の減少2,808株は当社従業員への割当による減少であります。

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(注)１. 2025年５月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する自社の株式に対する配当金1,079千円が
含まれております。

２. 2025年10月10日取締役会決議による配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する自社の株式に対する配当金914千円が
含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(注)    2026年５月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する自社の株式に対する配当金1,059千円が
含まれております。
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区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 投資有価証券 1,294,057 1,294,057 -

② 敷金 2,248,644 1,250,107 △998,536

③ 差入保証金 829,955 461,403 △368,551

④ 建設協力金 42,457 38,374 △4,082

資産計 4,415,114 3,043,943 △1,371,170

① 長期借入金（※2） 7,467,218 7,382,504 △84,713

② 長期未払金 24,249 22,406 △1,843

③ リース債務（※3） 203,758 196,429 △7,329

④ 長期預り保証金 285,367 158,646 △126,720

負債計 7,980,593 7,759,987 △220,606

デリバティブ取引（※4） - - -

（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して
おります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金管理規程に沿ってリスク低減をはかっております。
　投資有価証券は、業務上の関連を有する企業の株式であり、定期的に発行体の財務状況等の把握を行っております。
　差入保証金、建設協力金及び敷金は、主に店舗の賃貸借契約に係るものであり、賃貸人の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、店舗開発部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングするとともに、早期回収を行うことに
より財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。
　営業債務である買掛金は、原則として翌月が支払期日です。
　借入金のうち短期借入金の使途は運転資金であり、長期借入金の使途は設備投資資金であります。
一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を利用して、ヘッジしております。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。
なお、長期借入金のヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、
その判定をもって有効性の評価を省略しております。また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減する
ために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することもあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2026年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
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連結注記表

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 61,160

１年以内
（千円）

１ 年 超
５年以内
（千円）

５ 年 超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,199,072 - - -

売掛金 1,784,283 - - -

未収入金 858,236 - - -

敷金（※） 37,281 - - -

差入保証金（※） - - - -

建設協力金 6,637 22,405 5,820 7,594

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 200,000 - - - - -

長期借入金 2,300,660 2,259,580 1,908,508 850,408 148,062 -

リース債務 57,607 52,264 42,902 21,216 15,170 14,597

（※1）「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」「未払消費税等」「短期借入金」に
ついては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※2） １年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
（※3） リース債務は、リース債務（流動負債）とリース債務（固定負債）の合計額であります。
（※4） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期

借入金の時価に含めて記載しております。
（※5） 市場価格のない株式等は、「①投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、以下のとおりで

あります。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
当連結会計年度（2026年２月28日）

（※）敷金及び差入保証金については、償還予定が確定しているもののみ記載しており、返還期日を明確に把握できないもの（敷金帳簿価額
2,211,362千円及び差入保証金帳簿価額829,955千円）については、上表には含めておりません。

（注）２．短期借入金、長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額
当連結会計年度（2026年２月28日）

（※）長期未払金及び長期預り保証金については、返済予定が明確に確定できないため上表に記載しておりません。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券 1,294,057 - - 1,294,057
資産計 1,294,057 - - 1,294,057

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金 - 1,250,107 - 1,250,107
差入保証金 - 461,403 - 461,403
建設協力金 - 38,374 - 38,374
資産計 - 1,749,886 - 1,749,886
長期借入金 - 7,382,504 - 7,382,504
長期未払金 - 22,406 - 22,406
リース債務 - 196,429 - 196,429
長期預り保証金 - 158,646 - 158,646
負債計 - 7,759,987 - 7,759,987

投資有価証券 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル1の時価に分類しております。

敷金、差入保証金、
建設協力金

これらの時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標による利率を
基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金 長期借入金の時価の算定は、元利金の合計額を新規に借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期未払金、
リース債務、
長期預り保証金

これらの時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標による利率を
基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象と

なる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの

うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
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連結注記表

報告セグメント
合計

長崎ちゃんぽん とんかつ 設備メンテナンス
直営店売上高
ＦＣ加盟店への売上高
メンテナンス売上高
その他の営業収入

33,678,179
2,585,918

-
617,644

7,291,040
570,849

-
145,847

-
-

139,133
56,066

40,969,220
3,156,767

139,133
819,558

顧客との契約から生じる収益 36,881,742 8,007,738 195,200 45,084,681
その他の収益 - - - -
外部顧客への売上高 36,881,742 8,007,738 195,200 45,084,681

１. １株当たり純資産額 587円75銭
２. １株当たり当期純利益 66円67銭

（収益認識に関する注記）

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千円）

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)の５.会計方針に関する事項の(5)重要な収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　① 契約資産及び契約負債の残高等

残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していないため、記載を省略しております。
また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

　② 残存履行義務に配分した取引価格
契約期間が１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めて
おります。（前連結会計年度 154千株、当連結会計年度 151千株）
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（前連結会計年度 155千
株、当連結会計年度 152千株）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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貸借対照表

貸借対照表 （単位：千円）

科目 第62期
2026年２月28日現在 科目 第62期

2026年２月28日現在
資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
未収入金
立替金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
リース資産
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
差入保証金
建設協力金
敷金
その他
貸倒引当金　

4,816,841
615,504

3,560,026
134,731
93,022

284,272
122,862
183,879
105,043
89,587

△372,088
23,293,241
17,287,706
9,271,435
402,660

1,414,817
2,690

229,610
5,857,440

36,944
72,106
405,651
169,516
14,744

164,514
56,875

5,599,883
1,355,217
677,493

1,375,754
756,693
42,457

2,247,376
191,841

△1,046,950 　

流動負債 5,545,679
買掛金 835,396
短期借入金 200,000
１年内返済予定の長期借入金 2,300,660
リース債務 57,607
未払金 1,091,771
未払費用 263,237
未払法人税等 107,730
預り金 151,351
株主優待引当金 108,592
資産除去債務 5,117
その他 424,214

固定負債 8,208,311
長期借入金 5,166,558
長期未払金 24,249
リース債務 146,151
株式給付引当金 45,389
退職給付引当金 560,998
長期預り保証金 285,367
資産除去債務 1,881,910
繰延税金負債 88,267
その他 9,420

負債合計 13,753,991
純資産の部
株主資本 13,574,715
資本金 9,002,762
資本剰余金 2,193,474
その他資本剰余金 2,193,474
利益剰余金 2,716,537
利益準備金 72,985
その他利益剰余金 2,643,552
繰越利益剰余金 2,643,552

自己株式 △338,059
評価・換算差額等 781,375
その他有価証券評価差額金 781,375
純資産合計 14,356,090

資産合計 28,110,082 負債及び純資産合計 28,110,082

計算書類
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損益計算書

損益計算書 （単位：千円）

科目
第62期

2025 年３月 1 日から
2026 年２月28日まで

売上高 16,663,824
売上原価 15,608,014
売上総利益 1,055,810
その他の営業収入 3,802,371
営業総利益 4,858,181
販売費及び一般管理費 4,512,021
営業利益 346,160
営業外収益 375,618
受取利息 18,540
受取配当金 124,936
為替差益 158,747
補助金収入 709
受取補償金 59,487
売電収入 9,525
その他 3,672

営業外費用 139,896
支払利息 115,029
リース解約損 4,523
支払手数料 12,901
売電費用 137
その他 7,303

経常利益 581,882
特別利益 1,405,558
関係会社貸倒引当金戻入額 1,405,558

特別損失 139,536
固定資産除却損 40,226
減損損失 69,899
店舗閉鎖損失 1,552
関係会社貸倒引当金繰入額 27,857

税引前当期純利益 1,847,904
法人税、住民税及び事業税 62,035
法人税等調整額 158,642
当期純利益 1,627,227
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株主資本等変動計算書

第62期（2025年３月１日から2026年２月28日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2025年3月1日残高 9,002,762 - 2,193,474 2,193,474 39,099 1,389,067 1,428,167
事業年度中の変動額
剰余金の配当 33,885 △372,742 △338,857
当期純利益 1,627,227 1,627,227
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 - - - - 33,885 1,254,484 1,288,370
2026年２月28日残高 9,002,762 - 2,193,474 2,193,474 72,985 2,643,552 2,716,537

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

2025年３月１日残高 △342,570 12,281,833 477,590 12,759,424
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △338,857 △338,857
当期純利益 1,627,227 1,627,227
自己株式の取得 △444 △444 △444
自己株式の処分 4,955 4,955 4,955
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 303,785 303,785

事業年度中の変動額合計 4,510 1,292,881 303,785 1,596,666
2026年２月28日残高 △338,059 13,574,715 781,375 14,356,090

株主資本等変動計算書
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個別注記表

建物 10 ～ 31年
構築物 10 ～ 20年
機械及び装置 10年
車輌運搬具 ２ ～ ６年
工具、器具及び備品 ４ ～ ６年

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
　①子会社株式及び関連会社株式
　　　移動平均法による原価法
　②その他有価証券
　　　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
(2) 棚卸資産
　①商品及び製品
　　　月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　②仕掛品
　　　月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　③原材料及び貯蔵品
　(イ)原材料

　月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　(ロ)貯蔵品

　最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
(3) デリバティブ
　　時価法

２. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
なお、1999年３月１日以降取得した取得価額10万円以上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採用しております。
　また、主な耐用年数は以下のとおりであります。
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個別注記表

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　　定額法を採用しております。

　また、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

(3) リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 株主優待引当金
　株主優待券の利用による費用負担に備えるため、株主優待券の利用実績率に基づき、
当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

(3) 株式給付引当金
　株式付与規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、給付見込額のうち当事業年度に負担すべき額を
計上しております。

(4) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法に
より按分した額を翌事業年度より損益処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なっております。

4. 収益及び費用の計上基準
　当社の収益は、子会社への食材等の販売、経営指導及び経営管理、並びに関係会社受取配当金となります。
　食材等の販売については、出荷時から当該食材等の支配が子会社に移転される時までの期間が通常の期間で
あることから、出荷した時点で収益を認識しております。
　経営指導及び経営管理については、子会社に役務を提供した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で
収益を認識しております。
　受取配当金については、配当金の効力発生日において収益を認識しております。
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個別注記表

当事業年度
減損損失 69,899千円

当事業年度
繰延税金資産 －千円
繰延税金負債 88,267千円

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ………金利スワップ
ヘッジ対象 ………借入金

③ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。
④ヘッジの有効性評価の方法
　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

（会計方針の変更に関する注記）
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い
及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年
改正適用指針」という。）第 65-２項（2）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。
なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
１. 固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）の１.(2)」に記載した内容と同一であります。

2. 繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

なお、上記繰延税金負債は繰延税金資産と相殺後の金額を表示しております。
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）の２.(2)」に記載した内容と同一であります。
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個別注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 16,115,462千円

短期金銭債権 3,223,443千円
長期金銭債権 1,377,893千円
短期金銭債務 372,066千円
長期金銭債務 -千円

関係会社との取引高の総額
営業取引による取引高の総額 16,315,831千円
営業取引以外の取引高の総額 116,096千円

当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

自己株式

普通株式 156,183 195 2,808 153,570

（会計上の見積りの変更に関する注記）
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りの変更に関する注記）」に記載した内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）

２. 偶発債務
　当社は在外連結子会社Ringer Hut(Thailand)Co.,Ltd.への出資に関して、
MHCB Consulting(Thailand)Co.,Ltd.の出資額9,619千円（1,920千バーツ）について保証を行っております。

３. 関係会社に対する金銭債権・債務

（損益計算書に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

(注) １. 上記自己株式には、株式付与ＥＳＯＰ信託口として日本マスタートラスト信託銀行株式会社が当社との信託契約に基づき所有する
当社株式151,372株を含めております。

２. 自己株式の株式数の増加195株は単元未満株式の買取による増加であります。
３. 自己株式の株式数の減少2,808株は当社従業員への割当による減少であります。
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個別注記表

繰延税金資産
未払事業税 16,419千円
株主優待引当金 33,077千円
資産除去債務 591,771千円
商品券 36,604千円
退職給付引当金 175,929千円
減損損失 356,711千円
投資有価証券評価損 103,793千円
関係会社株式評価損 572,758千円
関係会社貸倒引当金 444,160千円
繰越欠損金 1,385,915千円
その他 135,877千円

繰延税金資産小計 3,853,014千円
評価性引当額 △3,508,026千円

繰延税金資産合計 344,988千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 212,630千円
資産除去債務対応費用 187,598千円
その他 33,027千円

繰延税金負債合計 433,255千円
繰延税金資産の純額 △88,267千円

（税効果会計に関する注記）
１.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２.　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以降開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2027年３月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債に

ついては、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計算しております。
なお、この税率変更による計算書類に与える影響はありません。
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種類 会社等の名称 事業の内容 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 リ ン ガ ー ハ ッ ト
ジャパン株式会社

「長崎ちゃんぽん
リンガーハット」

の営業
100％

食材及び商材の
販売

経 営 指 導 管 理
役員の兼任３名

食材等の販売
(注)１ 11,208,677 - -

食材等の売上 - 売掛金
(注)４ 2,261,887

子会社 浜 勝 株 式 会 社 「とんかつ濵かつ」
の営業 100％

食材及び商材の
販売

経 営 指 導 管 理
役員の兼任３名

食材等の販売
(注)１ 2,777,209 - -

食材等の売上 - 売掛金
(注)５ 923,926

子会社 リ ン ガ ー フ ー ズ
株 式 会 社 食品等の外販事業 100％

食材及び商材の
販売

経 営 指 導 管 理
役員の兼任３名

食材等の販売
(注)１ 2,174,052 - -

食材等の売上 - 売掛金 -

子会社 リ ン ガ ー ハ ッ ト
開 発 株 式 会 社 設備メンテナンス業 100％

店舗メンテナン
ス工事等の委託
役員の兼任３名

固定資産の購入
及び

店舗維持費用等
(注)２

1,784,330 未払金 289,515

子会社 Champion Foods 
Co.,Ltd.

タ イ 国 内 店 舗
の営業

直接49％
間接51％

経 営 指 導 管 理
資 金 の 貸 付
役員の兼任１名

資 金 の 貸 付
(注)３ 157,376 長期貸付金

(注)６ 1,083,403

（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）1. 取引価格は一般的取引条件によっております。

2. 取引価格は、関係会社から提示される価格に基づき、市場の実勢価格を勘案して合理的に決定しております。
3. 資金の貸付は、当社の調達金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、取引金額については純額で表示しております。
4. リンガーハットジャパン株式会社は債務超過であったため、リンガーハットジャパン株式会社に対する売掛金に対して、

債務超過相当額である41,774千円の貸倒引当金を計上しております。
また、当事業年度においては、売掛金に対する関係会社貸倒引当金戻入額を特別利益に1,297,017千円計上しております。

5. 浜勝株式会社は債務超過であったため、浜勝株式会社に対する売掛金に対して、債務超過相当額である261,374千円の貸倒引当金を
計上しております。
また、当事業年度においては、売掛金に対する関係会社貸倒引当金繰入額を特別損失に7,339千円計上しております。

6. Champion Foods Co.,Ltd.に対する長期貸付金に対して、817,486千円の貸倒引当金を計上しております。
また、当事業年度においては、長期貸付金に対する関係会社貸倒引当金戻入額を特別利益に108,540千円計上しております。
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 553円98銭
２. １株当たり当期純利益 62円80銭

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)の4.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めて
おります。（前事業年度 154千株、当事業年度 151千株）
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（前事業年度 155千株、
当事業年度 152千株）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

太陽有限責任監査法人
東　京　事　務　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土 居 一 彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 倉 毅 典

独立監査人の監査報告書
2026年４月15日

株式会社　リンガーハット
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社リンガーハットの2025年３月１日から2026年２月28日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リンガ
ーハット及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

太陽有限責任監査法人
東　京　事　務　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土 居 一 彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 倉 毅 典

独立監査人の監査報告書
2026年４月15日

株式会社　リンガーハット
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社リンガーハットの2025年３月１日から2026年２月28日ま
での第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2025年３月１日から2026年２月28日までの第62期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
　①　取締役会その他重要な会議にオンライン形式を交えながら出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について適宜報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

　　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び太陽有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

株式会社リンガーハット　監査役会

常勤監査役 植 木 知 彦
社外監査役 山 内 信 俊
社外監査役 佐 藤 英 之

2026年４月15日

（注）監査役山内信俊、佐藤英之は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主懇談会のご案内

株主の皆さまへ

2026年５月１日
株式会社リンガーハット

代表取締役社長兼CEO 福原 扶美勇

株主懇談会のご案内
謹啓　株主の皆さまには平素より格別のお引き立てを賜り、心より御礼申し上げます。
　さて、当第62期定時株主総会終了後に株主懇談会を開催することをお知らせいたします。
　当懇談会は、当社グループ役員等と株主の皆さまとの貴重な対話交流の場として開催いたしますの
で、株主総会ご出席の皆さまにおかれましては、是非ご参加くださいますようご案内申し上げます。

謹白
記

１．開催日時
2026年５月27日（水曜日）　第62期定時株主総会終了後

２．株主懇談会開催会場
出島メッセ長崎 ２階　コンベンションホール１・２（株主総会会場隣室）
（自社料理／ビュッフェ及びソフトドリンク類をご用意しております。）

３．株主懇談会ご入場について
①ご入場に当たっては株主総会会場受付でお渡しする出席票のご提示が必要となります。
②株主総会終了までは、株主懇談会会場へのご入場並びにご案内はいたしかねますので、何卒ご

了承ください。
③車椅子のサポート、お食事やお飲み物の取り分け等お手伝いさせていただきますので、会場ス

タッフにお気軽にお声がけください。
以 上
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地図

 会 場

長崎県長崎市尾上町４番１号
出島メッセ長崎 ２階
コンベンションホール３・４
電話番号 （095）801－0530

 会場最寄駅

ＪＲ長崎駅西口直結
長崎バス・県営バス共同
ながさき観光ルートバス
長崎駅西口（出島メッセ長崎前）下車

※駐車場のご用意はございませんので、
公共交通機関のご利用をお願いいたします。

旭大橋

長崎警察署

長崎県庁 長崎県警本部

長崎駅

ヒルトン長崎

アミュプラザ
長崎

ホテルニュー
長崎

JR九州ホテル
長崎

マリオットホテル 中央
郵便局

県営バス
ターミナル

長崎駅前

五島町

P

出島メッセ長崎

　● 株主総会会場では、車椅子のサポート、座席やお手洗いへの誘導等お手伝いさせていただきますので、会場スタッフにお気
軽にお声がけください。

　● 株主総会にご出席いただけない場合は、書面（郵送）又はインターネット等により議決権を行使くださいますようお願い申
し上げます。

　● ご自宅等からでも株主総会の模様をご覧いただけるようインターネットによるライブ中継を実施いたします。
詳細は前記７頁の【第62期定時株主総会 インターネットによるライブ中継のご案内】をご参照ください。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

第62期定時株主総会 会場ご案内図


